
未来をカタチに　豊かな世界へ　日本貿易会
Shaping the future toward a prosperous world

　5月31日付にて、住友商事・中村邦晴会長が日本貿易会会長に就任し、新キャッチ
フレーズを掲げました。
　自由な貿易・投資環境を整備しつつ、変化する社会の要請を的確に捉え、革新的な
技術の活用などにより、商社のビジネスモデルを進化させていきます。そうすること
で、まだ誰も見たことも、経験したこともない快適さを持ちながら持続可能な未来を目
に見えるカタチに実現していきます。

　

近
年
、
国
際
社
会
で
は
持

続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
向

け
た
企
業
の
活
動
へ
の
期
待

が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
社

会
的
責
任
に
関
す
る
手
引

「
I
S
O
2
6
0
0
0
」
の
発

行
（
2
0
1
0
年
）、
持
続
可

能
な
開
発
目
標
「
S
D
G
s
」

や
地
球
温
暖
化
対
策
の
国
際
枠

組
み
「
パ
リ
協
定
」（
15
年
）

を
受
け
、
企
業
の
動
き
も
活
発

に
な
っ
て
い
ま
す
。
世
界
経
済

フ
ォ
ー
ラ
ム
は
、
S
D
G
s
の

推
進
に
よ
り
、
12
兆
㌦
の
価
値

と
3
億
8
千
万
人
の
雇
用
が
生

ま
れ
る
と
の
推
計
を
公
表
し
て

い
ま
す
。
S
D
G
s
の
前
身
に

あ
た
る
ミ
レ
ニ
ア
ム
開
発
目
標

（
M
D
G
s
）
が
、
政
府
や
公

的
機
関
が
中
心
と
な
っ
て
推
進

す
る
発
展
途
上
国
の
開
発
目
標

だ
っ
た
の
に
対
し
、
S
D
G
s

は
先
進
国
を
含
め
た
す
べ
て
の

急
速
に
変
化
続
け
る
、企
業
を
取
り
巻
く
環
境

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
向
け
た
商
社
の
役
割

「
商
社
行
動
基
準
」を
改
定
し
、決
意
を
明
ら
か
に

　

国
連
に
よ
れ
ば
世
界
の
人
口

は
50
年
に
は
97
億
人
に
達
す
る

と
予
想
さ
れ
、
世
界
の
食
料
需

要
の
拡
大
が
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。
商
社
は
グ
ロ
ー
バ
ル
な
食

料
の
安
定
供
給
の
た
め
に
、
農

業
の
生
産
性
向
上
、
調
達
先
の

多
様
化
や
信
頼
性
の
高
い
調
達

ル
ー
ト
の
構
築
に
取
り
組
む
こ

と
で
、
地
域
に
偏
在
す
る
食
料

の
需
要
と
供
給
を
効
率
的
に
つ

な
ぎ
合
わ
せ
る
役
割
を
果
た
し

て
い
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
農

場
経
営
や
養
殖
事
業
な
ど
を
は

じ
め
と
し
た
生
産
か
ら
、
製
粉

や
水
産
品
な
ど
の
1
次
加
工
、

中
間
流
通
、
コ
ン
ビ
ニ
や
ス
ー

　

日
本
貿
易
会
は
18
年
3
月
に

「
商
社
行
動
基
準
」
を
改
定

し
ま
し
た
。
そ
の
起
源
は
、

1
9
7
3
年
に
さ
か
の
ぼ
り
ま

す
。
当
時
社
会
的
な
注
目
を
浴

び
た
総
合
商
社
が
、
そ
の
社
会

的
使
命
を
自
覚
し
、
自
ら
の
行

動
を
律
し
、
豊
か
な
社
会
実
現

に
貢
献
す
る
こ
と
を
社
会
に
宣

言
し
た
「
総
合
商
社
行
動
基

準
」
が
は
じ
ま
り
で
す
。
以
来

約
半
世
紀
に
わ
た
り
、
社
会
の

要
請
と
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
変

化
に
応
じ
た
改
定
を
行
い
な
が

ら
、
受
け
継
い
で
き
ま
し
た
。

　

今
回
の
改
定
は
、
国
際
社
会

に
お
い
て
は
、
改
め
て
企
業
の

社
会
的
責
任
が
問
わ
れ
る
と
と

も
に
、
持
続
可
能
な
社
会
の
実

現
に
向
け
、
企
業
が
創
造
的
に

機
能
を
発
揮
す
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
て
い
る
こ
と
な
ど
を
踏
ま

え
た
も
の
で
、
S
D
G
s
な
ど

の
国
際
的
な
規
範
の
実
現
を
念

頭
に
、
商
社
が
社
会
貢
献
活
動

の
み
な
ら
ず
、
そ
の
本
業
の
積

極
的
な
展
開
に
よ
り
持
続
可
能

な
社
会
の
実
現
に
貢
献
す
る
決

意
を
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。

パ
ー
な
ど
の
小
売
り
ま
で
、
食

料
の
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
に
幅

広
く
関
与
し
、
消
費
者
の
幅
広

い
ニ
ー
ズ
に
応
え
て
い
ま
す
。

　

近
年
は
、
ア
ジ
ア
諸
国
で
も

急
速
に
人
口
の
高
齢
化
が
進
展

し
て
い
ま
す
。
所
得
の
増
加
や

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
変
化
に
伴

い
、
医
療
の
充
実
や
、
健
康
に

対
す
る
意
識
が
高
ま
り
、
医

療
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア
・
介
護
な
ど

の
需
要
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

商
社
は
、
日
本
が
こ
う
し
た
課

題
に
世
界
で
も
い
ち
早
く
直
面

し
、
対
応
を
進
め
て
き
た
経
験

を
生
か
し
、
が
ん
治
療
装
置
な

ど
の
医
療
機
器
や
新
薬
お
よ
び

国
が
目
指
す
べ
き
目
標
で
あ

り
、
そ
の
実
現
に
は
企
業
が
、

本
業
の
展
開
に
よ
り
役
割
を
果

た
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

こ
う
し
た
中
、
日
本
政
府

は
、
16
年
に
総
理
大
臣
を
本
部

長
と
し
、
全
閣
僚
を
構
成
員
と

す
る
S
D
G
s
推
進
本
部
を
設

置
、
S
D
G
s
実
施
指
針
を
策

定
し
ま
し
た
。
17
年
に
公
表
さ

れ
た
「
S
D
G
s
ア
ク
シ
ョ
ン

プ
ラ
ン
2
0
1
8
」
で
は
、
日

本
が
S
D
G
s
の
推
進
を
通
じ

て
、
創
業
や
雇
用
の
創
出
を
実

現
し
、
少
子
高
齢
化
や
グ
ロ
ー

バ
ル
化
の
中
で
実
現
で
き
る

「
豊
か
で
活
力
あ
る
未
来
像
」

を
、
世
界
に
先
駆
け
て
示
す
と

宣
言
。
そ
の
た
め
、
日
本
な
ら

で
は
の
「
S
D
G
s
モ
デ
ル
」

を
構
築
す
る
こ
と
を
掲
げ
て
い

ま
す
。

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
の
開
発

支
援
、
医
薬
品
原
料
・
製
剤
の

供
給
、
医
療
機
関
設
立
・
経
営

支
援
、
医
療
情
報
サ
ー
ビ
ス
の

提
供
な
ど
を
幅
広
く
展
開
し
、

日
本
型
モ
デ
ル
の
普
及
を
進
め

て
い
ま
す
。

　

ア
ジ
ア
は
も
ち
ろ
ん
、
世
界

の
あ
ら
ゆ
る
国
や
地
域
、
産
業

分
野
で
活
動
し
て
い
る
商
社

は
、
貿
易
や
投
資
活
動
を
通
じ

て
、
各
国
の
経
済
成
長
や
生
活

基
盤
の
向
上
、
地
域
社
会
の
発

展
に
、
幅
広
く
貢
献
す
る
こ
と

で
、
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現

に
向
け
た
課
題
解
決
を
後
押
し

し
て
き
ま
し
た
。

　

電
力
、
水
、
鉄
道
な
ど
社
会

の
基
盤
と
な
る
設
備
・
施
設

（
イ
ン
フ
ラ
）
の
需
要
は
大
き

く
、
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
に
よ
れ

ば
、
16
年
か
ら
30
年
に
必
要
と

さ
れ
る
ア
ジ
ア
の
イ
ン
フ
ラ
投

資
額
は
累
計
で
26
・
2
兆
㌦
、

年
間
で
1
・
7
兆
㌦
に
達
す
る

と
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。
人
口

の
増
加
や
生
活
水
準
の
向
上
を

背
景
に
、
電
力
需
要
の
増
加
が

続
い
て
い
る
他
、
水
資
源
は
地

域
に
よ
り
偏
在
し
て
い
る
た

め
、
人
口
増
加
や
気
候
変
動
と

い
う
要
因
も
重
な
り
、
水
不
足

に
対
す
る
備
え
が
喫
緊
の
課
題

と
な
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
経

済
成
長
に
伴
う
都
市
化
の
進
展

は
、
深
刻
な
交
通
渋
滞
や
大
気

汚
染
の
問
題
を
引
き
起
こ
し
て

お
り
、
こ
れ
を
緩
和
・
解
消
す

る
交
通
・
物
流
網
の
整
備
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

大
規
模
な
イ
ン
フ
ラ
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
に
お
い
て
は
、
機
器
を

供
給
す
る
メ
ー
カ
ー
、
設
計
や

工
事
を
請
け
負
う
エ
ン
ジ
ニ
ア

リ
ン
グ
会
社
や
建
設
会
社
の
ほ

か
、
金
融
機
関
や
保
険
会
社
、

公
的
機
関
な
ど
多
数
の
関
係
者

が
長
期
間
に
わ
た
っ
て
共
同
作

業
を
行
う
こ
と
が
必
要
に
な
り

ま
す
が
、
商
社
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
全
体
に
目
を
配
り
、
受
け
入

社会保障協定の早期締結を
求める要望活動

　日本貿易会は、海外に進出する日本企業のビジネス環境整備の一環
として、社会保障協定の重要性に鑑み、1999年より諸外国との締結
促進を一早く政府に要望してきました。
　こうした中、ベトナムにおいて社会保険法が改正され、外国人労働者
も強制社会保険の加入対象となり、2018年1月より社会保険料の納
付が義務化されました。両国間で社会保障協定が締結されていない現
状においては、現地へ駐在員を派遣する日本企業は保険料の二重払い
を余儀なくされ、日本企業の国際競争力減退の一因ともなります。
　当会は、他団体と共同で、ベトナムにおける社会保険料の二重払い
を回避するとともに、現地法人に採用されて働く日本人の年金受給資
格上の期間通算を可能とするため、ベトナムとの社会保障協定の早期
締結を求める要望活動を展開します。

れ
国
の
政
府
や
地
域
住
民
を
含

め
た
関
係
者
と
の
利
害
調
整
や

進
捗
管
理
な
ど
、
パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
の
要
と
し
て
中
心
的
な

役
割
を
担
う
ケ
ー
ス
も
多
く
存

在
し
ま
す
。

　持続可能な社会の実現に向けて、企業が果たすべき役
割が注目されている。経済成長が続くアジアにおいても、
様々な社会的課題が存在し、その解決を持続的な経済成
長とともに実現していくことが必要になっている。こうし
た中、アジアで活発なビジネス展開を続ける商社が、持続
可能な社会の実現に向けて果たす役割について、商社の
業界団体である日本貿易会（JFTC）に聞いた。

持続可能な社会の実現へ
～アジアにおける社会的課題解決に向けた商社の取り組み～
持続可能な社会の実現へ
～アジアにおける社会的課題解決に向けた商社の取り組み～

企画･制作＝日本経済新聞社クロスメディア営業局広 　 告


